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（通則） 

第１条 荒川区観光振興事業に係る補助金の交付に関しては、荒川区補助金等交付規

則（昭和６２年荒川区規則第２７号）によるほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この要綱は、区民、区内事業者等で組織する団体（以下「団体」という。）

が実施する事業に要する経費の一部を区が補助することによって、区内観光の振興

を図ることを目的とする。 

 

（補助対象事業） 

第３条 この要綱の対象となる事業は、団体が実施する事業で、次の各号のいずれか

に該当するもの（以下「補助事業」という。）とする。 

(1) 区内の観光資源を広く区内外に紹介するための情報発信等に関する事業 

(2) 観光客を区内に呼び込むためのイベントの実施、受入態勢の整備等に関する事業 

(3) 区民、区内事業者等の観光振興に対する気運を醸成するための研修会の実施等に

関する事業  

(4) その他区長が前条の目的に適合すると認めた事業 

 

（補助金の交付額） 

第４条 補助金の交付額は、別表に定める補助対象経費のうち、補助事業に要する経

費（区の他の補助金の交付を受ける経費を除く。以下この条において「補助対象経

費」という。）の実支出額の２分の１以内の額とし、５万円を上限として、予算の

範囲内において交付する。ただし、その算出された額に１，０００円未満の端数が

生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助事業において寄附金、協賛金、参加者の負担金等

その他収入がある場合は、当該収入を補助対象経費の実支出額から控除するものと

する。 

３ 同一の団体に対する補助金の交付は、年度内で２回を限度とする。 

 

（補助金の交付申請） 

第５条 団体は、補助金の交付を受けようとするときは、あらかじめ、荒川区観光振

興事業補助金交付申請書（第１号様式）に事業開催要領及び予算書（第２号様式）

を添えて、区長に申請しなければならない。 

２ 前項の申請に当たっては、団体の規約、役員名簿その他区長が必要と認める資料

を添付しなければならない。 

 



（補助金の交付決定） 

第６条 区長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助の

目的に適合すると認めたときは、補助金の交付を決定するものとする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第７条 区長は、前条の交付の決定をする場合において、法令及び予算で定める補助

金の交付の目的を達成するため必要があるときは、条件を付するものとする。 

 

（決定の通知） 

第８条 区長は、第６条の規定に基づき補助金の交付の決定をしたときは、速やかに

その決定の内容及びこれに条件を付した場合にはその条件を、荒川区観光振興事業

補助金交付決定通知書（第３号様式）により団体に通知しなければならない。 

 

（申請の取下げ） 

第９条 団体は､前条の規定による通知を受けた場合において、交付決定の内容又はこ

れに付された条件に異議があるときは、当該通知を受領後指定する期日までに、申

請を取り下げることができる。 

 

（事情変更による決定の取消し等） 

第１０条 区長は、補助金の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更に

より特別の必要が生じたときは､補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し､

又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。ただし、

補助事業のうち既に経過した期間に係る部分については、この限りでない。 

 

（承認事項） 

第１１条 団体は、補助事業を変更し、又は中止若しくは廃止しようとするときは、

あらかじめ区長の承認を得なければならない。ただし、変更の場合にあって、その

変更内容が軽微なものであるときは、この限りでない。 

 

（事故報告等） 

第１２条 団体は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が

困難となった場合は、速やかにその理由その他必要な事項を書面により区長に報告

しなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による報告を受けたときは、その理由等を調査し、速やかに

団体にその措置について適切な指示をしなければならない。 

 

（状況報告） 

第１３条 区長は、補助事業の円滑適正な執行を図るため必要があるときは、団体に

補助事業の進捗状況について報告させなければならない。 

 

（補助事業の遂行命令等） 

第１４条 区長は、団体が提出する報告書、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２２１条第２項の規定による調査等により、補助事業が補助金の交付決定の内容

又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、団体に対し、こ

れらに従って補助事業を遂行することを命じなければならない。 

２ 区長は、団体が前項の規定による命令に違反したときは、当該補助事業の一時停



止を命ずることができる。 

 

（実績報告） 

第１５条 団体は、補助事業が終了したときは、速やかに、荒川区観光振興事業補助

金実績報告書（第４号様式）に、次の各号に掲げる書類を添えて、区長に提出しな

ければならない。 

（１）決算書（第５号様式） 

（２）対象経費分についての領収書 

（３）その他区長が必要と認める資料 

 

（補助金の額の確定） 

第１６条 区長は、前条の規定による実績報告書を受けた場合は、実績報告の審査及

び必要に応じて行う現地調査等により、その報告にかかる補助事業の成果が補助金

の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかを審査し、適合す

ると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、荒川区観光振興事業補助金確

定通知書（第６号様式）により、団体に通知するものとする。 

 

（補助金の請求） 

第１７条 団体は、補助金の支払を受けようとするときは、前条の規定による補助金

額の確定後、区長に、荒川区観光振興事業補助金請求書（第７号様式）を速やかに

提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、区長が認める場合は、前条の規定による補助金の交付

額の確定前に補助金の支払を請求することができる。 

３ 区長は、前２項の規定による請求があったときは、関係書類を審査の上、補助金

を交付するものとする。 

 

（是正のための措置） 

第１８条 区長は、第１６条の規定による審査の結果、補助事業の成果が補助金の交

付決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、当該補助事業に

ついて、これに適合させるための措置をとるべきことを団体に対して命ずることが

できる。 

 

（決定の取消し） 

第１９条 区長は、団体が次の各号のいずれかに該当した場合は､補助金の交付の決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金等を他の用途に使用したとき。 

（３）補助事業を実施しなかったとき。 

（４）その他補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令又はこの要

綱に基づく命令に違反したとき。 

２ 前項の規定は、第１６条の規定による補助金の額の確定通知があった後において

も適用があるものとする。 

 

（補助金の返還） 

第２０条 区長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において､当該取消しに係る

部分に関し､既に補助金が交付されているときは､期限を定めて、その返還を命じな



ければならない。 

２ 前項の規定は、第１７条第２項の規定により支払った補助金の額が第１６条の規

定により確定した補助金を超える場合について準用する。 

 

（違約加算金及び延滞金） 

第２１条 前条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消され､又はその

返還を命ぜられたときは､その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数

に応じ､当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、

既納額を控除した額）につき、年１０．９５パーセントの割合で計算した違約加算

金（１００円未満の場合を除く。）を納付させなければならない。 

２ 前条の規定により返還を命ぜられた場合において､これを納期日までに納付しなか

ったときは､納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ､その未納額につき、年１

０．９５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除く。）を納

付させなければならない。 

 

（関係書類及び帳簿の整理保管） 

第２２条 団体は、補助事業に係る収支に関する帳簿、証拠書類その他関係書類を、

補助事業の実施日の属する会計年度終了後５年間整理保管しなければならない。 

 

（その他） 

第２３条 この要綱の実施に関し必要な事項については、産業経済部長が別に定める。 

 

附 則 

改正前の本要綱の規定に基づきなされた手続きについては、なお従前の例による。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 


